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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 慶應義塾大学 学長名 安西祐一郎 拠点番号 I20 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

 多文化多世代交差世界の政治社会秩序形成-多文化世界における市民意識の動態- 

Designing toward the Ordering of Political Society in a Multi-cultural and Pluri-generational World 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ) 

 研究分野及びキーワード <研究分野：政治学･社会学･法学>  (政治意識) (政治過程論) (比較政治) (階級･階層･社会移動) (日本政治分析) 

３．専攻等名 法学研究科政治学専攻､ ﾒﾃﾞｨｱ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究所、法学研究科民事法学専攻、社会学研究科社会学専攻 

４．事業推進担当者           計 39 名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 
所属部局(専攻等)・職名 

現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  
(拠点リーダー) 

小 林
KOBAYASHI

 良
YOSHI

彰
AK I

 法学研究科政治学専攻・教授 政治過程論・法学博士 
プログラム総括、市民意識日本分析ユニットリーダー 

市民意識ﾃﾞｰﾀｱｰｶｲｳﾞﾕﾆｯﾄﾘｰﾀﾞｰ、政治社会秩序形成ユニット 
有末
ARISUE

 賢
KEN

 法学研究科政治学専攻・教授 生活史・社会学博士 市民意識日本分析ユニット    

萩 原
HAGIWARA

 能 久
YOSHIHISA

 法学研究科政治学専攻・教授 政治哲学・法学修士 市民意識日本分析ユニット 

笠 原
KASAHARA

 英彦
HIDEHIKO

 法学研究科政治学専攻・教授 日本政治史・法学博士 市民意識日本分析ユニット 

玉井
T AM A I

 清
KIYOSHI

 法学研究科政治学専攻・教授 日本政治史・法学博士 市民意識日本分析ユニット 

大山
OOYAMA

 耕輔
KOUSUKE

 法学研究科政治学専攻・教授 行政学・法学博士 
市民意識日本分析ユニット  
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替、平成17年8月1日中間評価留意事項による追加) 

増 山
MASUYAMA

 幹高
MIKITAKA

 法学研究科政治学専攻・教授 日本政治・Ph.D 
市民意識日本分析ユニット  
（平成18年4月1日新任による追加) 

堤
TSU

林
TSUMIBAYASHI

剣
KEN

 法学研究科政治学専攻・教授・ 近代政治思想史・Ph.D 
市民意識日本分析ユニット  
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替、平成19年4月1日在外研究終了による追加) 

澤井
S AW A I

 敦
ATSUSHI

 法学研究科政治学専攻・教授・ 現代社会理論・社会学博士 
市民意識日本分析ユニット  
（平成17年8月1日新任による追加) 

渡 辺
WATANABE

 秀樹
HIDEK I

 社会学研究科社会学専攻・教授 教育社会学・教育学修士 市民意識日本分析ユニットリーダー 

藤田
FUJIT A

 弘夫
H I RO O

 社会学研究科社会学専攻・教授 都市社会学・社会学博士 市民意識日本分析ユニット 

小此木
O K O N O G I

 政夫
M ASAO

 
法学研究科委員長 （平成17年～平成19年） 
法学研究科政治学専攻・教授 朝鮮半島政治、外交・法学博士 市民意識比較分析ユニットリーダー 

富田
TOMITA

 広士
HIROSHI

 法学研究科政治学専攻・教授 中東問題・法学修士 市民意識比較分析ユニット 

横手
YOKOTE

 慎二
S HINJ I

 法学研究科政治学専攻・教授 ロシア東欧問題･国際学修士 市民意識比較分析ユニット 

国分
KOKUBUN

 良成
RYOUSEI

 
法学研究科委員長 （平成19年～） 
法学研究科政治学専攻・教授 中国政治・法学博士 市民意識比較分析ユニット 

高 橋
TAKAHASHI

 伸夫
NOBUO

 法学研究科政治学専攻・教授 中国政治・法学博士 市民意識比較分析ユニット 

山 本
YAMAMOTO

 信人
NOBUTO

 法学研究科政治学専攻・教授 東南アジア政治・国際関係修士 市民意識比較分析ユニット 

出岡
IZUOKA

 直也
NAOY A

 法学研究科政治学専攻・准教授 ラテンアメリカ政治・法学士 
市民意識比較分析ユニット  
（平成17年8月1日在外研究終了による追加) 

粕谷
KASUYA

 祐子
Y U K O

 法学研究科政治学専攻・准教授 比較政治学理論・Ph.D 
市民意識比較分析ユニット  
（平成18年4月1日新任による追加) 

山 本
YAMAMOTO

 正
TADASHI

 法学研究科政治学専攻・客員教授 国際関係論・経営学修士 市民意識比較分析ユニット 

河野
K OHNO

 武司
TAKESHI

 法学研究科政治学専攻・教授 現代政治理論・法学修士 
市民意識メディア分析ユニットリーダー  
（平成17年8月1日新任による追加) 

大石
OOIS HI

 裕
YUTAKA

 法学研究科政治学専攻・教授 マスコミ論・法学博士 市民意識メディア分析ユニット 

田中
TANAKA

 俊 郎
TOSHIROU

 法学研究科政治学専攻・教授 EU国際関係・法学修士 政治社会秩序形成ユニットリーダー 

関根
S EK INE

 政美
MASAMI

 法学研究科政治学専攻・教授 エスニシティ、国際社会学・社会学博士 政治社会秩序形成ユニットリーダー 

菅谷
SUGAYA

 実
MINORU

 メディア・コミュニケーション研究所・教授 メディア政策、公共事業論・M.A. 
政治社会秩序形成ユニット  
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替、平成17年8月1日中間評価留意事項による追加) 

庄司
SHOUJI

 克 宏
KATSUHIRO

 大学院法務研究科・教授 EU法、ヨーロッパ国際関係・法学修士 
政治社会秩序形成ユニット  
（平成17年8月1日新任による追加) 

三木
M I K I

 浩一
KOUICHI

 法学研究科民事法学専攻・教授 民事訴訟法・法学修士 
政治社会秩序形成ユニット  
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替、平成17年8月1日転籍者との交替) 

田村
TAMURA

 次朗
J I R O U

 法学研究科民事法学専攻・教授 経済法・法学修士 
政治社会秩序形成ユニット 
（平成17年8月1日転籍による交替、平成18年4月1日復籍による追加) 

伊藤
I T O

 陽一
YOUICHI

 政策メディア研究科政策メディア専攻・教授 国際コミュニケーション論・M.A.,M.S 
市民意識メディア分析ユニット 
（平成19年4月1日定年退職による交替) 

三井
M ITS UI

 宏 隆
HIROTAKA

 
社会学研究科委員長 （平成13年～平成17年） 
社会学研究科社会学専攻・教授 社会心理学・文学博士 

市民意識メディア分析ユニット 
（平成18年4月1日社会学研究科委員長交代による交替) 

萩 原
HAGIWARA

 滋
SHIGERU

 メディア・コミュニケーション研究所・教授 異文化コミュニケーションミ論・文学博士 
市民意識メディア分析ユニット 
（平成18年4月1日中間評価留意事項による交替) 

田 所
TADOKORO

 昌 幸
MASAYUKI

 法学研究科政治学専攻・教授 政治経済学・法学博士 
市民意識比較分析ユニット 
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による追加、平成17年8月1日在外研究による交替) 

井上
I N O U E

 一明
KAZUAKI

 法学研究科政治学専攻・教授 アフリカ政治・法学博士 
市民意識比較分析ユニット 
（平成17年8月1日在外研究による交替) 

森
MORI

 征一
SEIIC HI

 
法学研究科委員長 （平成13年～平成17年） 
法学研究科民事法学専攻・教授 西洋法制史・法学修士 

市民意識比較分析ユニット 
（平成17年8月1日専攻研究科より常任理事へ転籍による交替) 

大沢
OOSAWA

 秀介
HIDEYUKI

 法学研究科政治学専攻・教授 憲法・法学博士 
日本における多文化受容：文献（戦後法制度）研究 
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替) 

田上
TANOUE

 雅 徳
MASANARU

 法学研究科政治学専攻・准教授 中世政治思想史・法学博士 
多文化多世代共生公共圏構想：調査設計 
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替) 

濱
HAMA

 日出夫
H I D E O

 社会学研究科社会学専攻・教授 メディア論・人間科学修士 
国民統合過程多文化多世代共生：調査設計（欧米） 
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替) 

鹿 又
KANOMATA

 伸夫
NOBUO

 社会学研究科社会学専攻・教授 社会階層論・博士（行動科学） 
多文化多世代政治社会意識調査：調査設計  
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替) 

林
HAYASHI

 紘一郎
KOUICHIROU

 メディア・コミュニケーション研究所・教授 テレコミュニケーション論・経済学博士 
多世代共生情報格差克服リーダー 
（平成15年8月7日事業開始時の留意事項による交替) 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 115,000 113,200 111,300 
145,600 

（14,560） 

151,300 

（15,130） 
636,400 
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６．拠点形成の目的 

１）拠点形成の目的・必要性 

 本拠点では、世界の複雑化・多様化が進み、 

多文化間の衝突が顕在化している現状を踏ま

えて、政治学（政治理論、政治思想論、日本政

治論、地域研究論、国際関係論）を背景とし、

社会学やメディア・コミュニケーション論など

とのコラボレーションを通じて各学問分野の

横断的知識を集約し、「多文化世界における市

民意識」に関する調査を実施・分析するととも

に、そうした研究を行うために必要な知識を実

践的に教育することを目的とする。 

このため本拠点では、「多文化世界における

市民意識」に関する調査と理論を融合するため

に、慶應義塾大学法学研究科政治学専攻を中心

として、法学研究科民事法学専攻、社会学研究

科社会学専攻、メディア・コミュニケーション

研究所が加わり、多文化市民意識研究センター

を設立し、主として特定の政治的社会的エリー

ト層を対象としてきた従来の政治学における

研究成果と相互補完的に調査研究を進めるこ

とで、多文化共生の方向を考えることにしたい。 

こうした試みは、冷戦終結後も新たな「国家な

き紛争」が継続している現在、国家間の紛争の

みならず国家の枠組みを超えた市民間の相互

意識を解明することで、市民間の対立を緩和し

たり、市民間の共生を促進するために寄与する

ものとして必要不可欠なものであると考える。 

さらに本拠点では、こうした研究を通じて得

られる各国各地域における市民の意識や行動

に関する様々なデータを集積する市民意識デ

ータ・アーカイヴを設立して、学外の研究者や

大学院生とのネットワークを構築するに留ま

らず、ウェッブ対応で公開することで、データ

の共同利用を行うことを目的とする。こうした

試みは、共同利用可能な大規模なデータ・アー

カイヴが欠如しているわが国の研究者、あるい

は日本を含む比較政治を分析する世界の研究

者にとって必要不可欠なものであると考える。 

また、本拠点では、研究面だけでなく教育面

においても、大学院生に対し①各文化に関する

予備的知識、②各文化における市民意識の共通

点と相違点、③異文化に対する受容と排斥、④

各文化に受容されているメディア・コミュニケ

ーションの内容、⑤市民意識の形成と変容にお

けるメディア・コミュニケーションの影響、⑥

上記のデータを得るための調査分析手法、⑦上

記のデータを分析するための手法などに関し

て実践的に教育することを目的とする。こうし

た試みは、既存の学問ディシプリンの下で個々

に教育をするのではなく、既存のディシプリン

を活かしながら「市民意識」というテーマの下

でワン・ストップ・サービス的な教育を行うも

のであり、時代の要請に応える上で必要不可欠

なものと考える。 

 

２）本拠点の独自性と重要性 

 第一に、市民意識研究という点については、

他にミシガン大学社会調査研究所があるが、基

本的に米国内の市民に限った調査研究を行っ

ており、多文化を対象とするものではない。ま

た、アーモンドらが行った「市民文化研究」は

米国中心の価値観に基づく多文化研究であり、

ユーロバロメーター研究も、特定の欧州先進諸

国における市民に限定した研究である。この点

で、本拠点では、アプリオリに特定の市民を理

想として位置づけることなしに、価値相対的な

立場から各国の市民の意識調査を行うことに

独自性がある。また、そうした本拠点で得られ

るデータは、本拠点に留まらず、多くの研究者

にとって利用価値が高い重要なものである。 

 第二に、多文化共生という点については、従

来の政治学では多文化に関する議論が多元主

義や多極共存型デモクラシーなどの文脈で論

じられてきた。しかし、多文化共生に関する現

実の日本の政治社会の実証分析にまで至った

研究は少なく、ブロードベンドの日米独比較な

どがあるものの、労働問題に限定されている。

この点において、本拠点では各国の市民が自国

の枠を越えたトランスナショナル・アイデンテ

ィティをどのようにして獲得、あるいは喪失す

るのかを解明する点で独自性がある。 

 こうして、本拠点では、各国における市民の

意識と行動、ならびにメディア・コミュニケー

ションに関する調査を行うと共に、そのデータ

を共通した枠組みを持つデータ・アーカイヴに

集積・開放し、研究教育ネットワークを構築す

る。本拠点の形成は、21世紀社会でのこの拠点

形成の重要性に鑑み、政治学の発展に十分に資

する重要なものと考える。 
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７．研究実施計画 

１）問題意識と研究手法の特徴 

本拠点における問題意識は、多文化世界にお

ける対立・紛争の一因となる市民における他文

化への排除意識を形成する要因あるいは変容

させる要因を解明することで、市民間の対立・

抗争を逓減させることである。 

このため本拠点では、①各国における市民に

よる自国の政治社会に対する信頼感や有効性

感覚など、②自国以外の他文化に対する意識、

②自国の枠組みを超えたトランスナショナ

ル・アイデンティティ、③メディアに対する接

触や信頼などを中心とする市民意識に関する

調査を、日本ならびにアジアを中心とする各地

域で比較可能な形で行うことで、従来の地域研

究から比較政治学に飛躍することに、第一の特

徴がある。具体的には、本拠点の基盤となる大

学院研究科における従来の地域研究論や国際

関係論にコミュニケーション論的視点を導入

し、日本政治論や社会調査法で蓄積された市民

意識調査を組み込んだ各学問分野のコラボレ

ーションを行うことで、その結果を実証的に比

較分析するものである。 

 

２）研究計画 

 こうした研究を実施するために、本拠点では

互いに密接に連携する以下の5つの研究ユニッ

ト（12の研究サブユニット）が設置される。Ⅰ

「市民意識日本分析ユニット」（リーダー小林）

では、市民の政治意識調査や政策形成者による

選挙公報および政策文書などの内容分析など

を通して、市民の政治意識が政策形成にどのよ

うに反映しているのかを明らかにするととも

に、政治家や官僚の行動が市民の政治意識に与

える影響についても実証的に解明する。Ⅱ「市

民意識比較分析ユニット」（リーダー小此木・

富田）では、中国や韓国、南アジア、オセアニ

ア、EU、ロシア等において同様の研究を行う

ことで、各国における市民と政策形成の間の連

関を比較し、「市民意国際的な政治社会意識研

究を行い、調査データの比較を行なう。Ⅲ「市

民意識メディア分析ユニット」（リーダー河野）

では、各国における教育やメディアを内容分析

し、政治的社会化が多文化多世代間の対立に与

える影響について明らかにする。また国際的に

流通する情報を内容分析することで、国家の枠

組みを超えた市民社会のグローバルな繋がり

が、各国内における変化に与える影響について

明らかにする。Ⅳ「政治社会秩序形成ユニット」

（リーダー田中・関根）では、各国における多

文化間や多世代間で、上記の連関がどのように

異なるのかを明らかにする。また多文化多世代

間の連関の相違が、多文化多世代間の対立に、

どのようにつながるのかを分析する。V「市民

意識データ・アーカイヴユニット」（リーダー

小林）では、多文化市民意識を共通した土壌で

分析するために、地域研究者の協力を得ながら、

各地域、各時代のアグリゲートデータならびに

サーベイデータを収集し、ＸＭＬ化して多言語

検索型データ・アーカイヴに格納する。 

 

 

３）研究成果の公表と社会的還元 

 各研究ユニットが実施する研究成果の一部

は、叢書21COE-CCCとして慶應義塾大学出版

会より刊行する。その他、国内外の学会発表や

学会誌などへの掲載論文として公表する。また

国際比較の視座を生かすために、多文化世界に

おける市民意識研究に従事する研究者が一堂

に会する国際シンポジウムや各種カンファレ

ンスを開催し、研究成果を広く国内外に公表す

る。さらに、本拠点形成により得られたデータ

をウェッブ対応で公開することで、データの共

同利用を通じて社会的還元を行うことにした

い。 
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８．教育実施計画 

 本拠点の中核である法学研究科政治学専攻

では、本プログラムの推進にあたり、後期博士

課程院生を対象とした他大学院にはない特徴

的な以下の若手研究者育成プログラムを実施

する。 

１）「COE特化型プロジェクト科目」の設置 

 本拠点の基盤となる法学研究科では、これま

で研究対象となる各国別に科目が設置されて

いたが、本プログラムを念頭に入れ、各国の枠

組みを超えて比較可能な教育を行うために新

しいプロジェクト科目を設置する。大学院生は、

既存の科目で本プログラムに関する基礎的な

教育を受けると共に、新しいプロジェクト科目

の中で、教員が実施している研究プロジェクト

に参加し、研究者としてのトレーニングを受け

ることになる。また、常に新しい研究テーマに

対応するために、毎年、新しいプロジェクト科

目の設置を可能とする。さらに、外部資金を導

入して、本拠点に関わる連続講義「シヴィル・

ソサエティ論」を平成16年度より5年間の予定

で法学部ならびに法学研究科で新たに開設す

る。さらには、一貫教育校の特長を生かし、慶

應義塾女子高等学校の授業でも、本拠点に関わ

る授業を実施し、次世代を担う若者にも研究成

果を還元する。 

２）国内外教員の短期招聘 

 法学部およびメディア・コミュニケーション

研究所の支援を得て、上記プロジェクト科目に

おいて、国内外の優れた研究者を訪問教授なら

びに訪問研究教員として招聘して受け入れ、大

学院生に対する講義、セミナー、各研究ユニッ

トの国際共同研究に参加してもらう。本拠点の

専攻では、5年間のプログラム期間中に訪問教

授ならびに訪問研究教員を受け入れ、本拠点に

おけるカンファレンスやプロジェクト科目な

どに参加してもらうことで、本拠点形成への協

力を得る。 

３）欧文による研究成果公表 

 現在では、英語をはじめとする欧文による論

文公表や学会発表を行わなくては世界的な評

価を得ることが困難である。このため、レフェ

リー制に基づく欧文査読誌 Journal of Political 

Science and Sociology を年2回発行し、公正を期

すために外部審査員（海外大学研究者3名、国

内他大学研究者4名、学内研究者1名。なお、全

員が海外の博士号取得者）による掲載可否の審

査を行う。なお、本ジャーナルは世界の主要60

大学の図書館に収納される。 

 また、法学研究科や社会学研究科の全面的支

援を得て外部資金を導入し、法学研究科博士課

程院生を対象に、英語で論文を書くために必要

な知識を教える「アカデミックライティング」

と英語で学会発表するために必要な知識を教

えるの「アカデミックプレゼンテーション」を

能力別分野別に計12クラスを設置し、本プログ

ラムに関わる学生達の英語による研究成果公

表をサポートする。 

４）後期博士課程院生の研究に対する支援 

 本拠点では、法学研究科博士課程政治学専

攻・民事法学専攻、社会学研究科博士課程社会

学専攻に在籍する大学院生等若手研究者、なら

びに国内外の学外の大学院生等若手研究者を

対象に、公募型の競争的研究活動支援を行う。

具体的には、①COE研究員（ポストドクトラ

ル・プレドクトラル）ならびにRA（博士課程在

籍者）を競争的に採用して、本拠点形成に積極

的に参加させると共に、研究者としての教育を

行う。②本プログラムに関する研究発表を海外

の学会で行う大学院生のための旅費・滞在費を

支援する。③大学院生が研究協力者として本プ

ログラムに関わる国際共同研究を遂行する上

で優れた成果を引き出すために、短期現地調査

を行う海外研究制度を実施する。④海外の大学

院からRAを本拠点の研究プログラムに限定し

て採用し、研究協力者として共同研究に参加さ

せ、研究終了までの間に博士号取得を目標に指

導する。 

５）若手研究者国際シンポジウムの開催 

 本拠点形成に関わる大学院生等若手研究者

の研究成果を公開するために、年1回以上の若

手研究者国際シンポジウムを開催する。先述の

RAに採用された者は、本報告会での研究発表お

よび論文提出が義務づけられる。これらの若手

研究者育成プログラムにより、大学院生の研究

を活性化させることで、5年間のプログラム期

間を通じて、大学院生による学会発表数や掲載

論文数の増加（申請年と終了年との比較）をは

かることにしたい。また、その結果として博士

号授与者数や大学教員採用者数を増加させる。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体

の目的達成度 

 本拠点の目的は、「多文化世界における市民

意識」の動態を実証的に研究することで、多文

化多世代交差世界における政治社会秩序形成

を明らかにする世界最高水準の研究教育拠点

を形成することであった。以下に挙げる理由か

ら、5年間のプログラム期間を通じてこの目的

は十分に達成され、期待以上の成果を挙げるこ

とができたものと考える。 

 第一に、本拠点は多文化世界における市民意

識研究の世界的拠点として、国内外で多数の連

携体制を構築することができた。具体的には、

46大学、計61名の学外協力者が本拠点の事業に

参加しているとともに、カリフォルニア大学バ

ークレー校、延世大学BK21、韓国政府法制研

究院など海外計8機関と学術交流協定を締結し、

将来にわたる継続的共同研究体制を確立した。 

 

 第二に、国際シンポジウムやカンファレンス

の開催、欧文ジャーナルや叢書の刊行といった

情報発信を通じて、本拠点は国内外の市民意識

研究に幅広いインパクトを与えてきた。その結

果、本拠点が刊行する叢書４４巻の内、３巻が

外国語に翻訳されて海外で刊行されたほか、

Andrew Arato教授など海外の著名な研究者の論

文が本拠点の発行する欧文ジャーナルに投稿

されるなど、本拠点は多文化世界における市民

意識研究の世界的拠点として、すでに世界のト

ップレベルの研究者にも認められているとい

える。 

 第三に、本拠点の母体である法学研究科政治

学専攻・民事法学専攻、社会学研究科社会学専

攻では、本拠点が設置されて以降、大学院生の

研究成果に目覚しい伸びが見られるとともに、

その国際化も当初の目標を大幅に超している。

具体的には、申請年と終了年を比べると、大学

院生の論文数は223%の伸び、学会発表数は168%

の伸び、内、国際会議での発表数は514.3%の伸

びを示しており、米国、中国、韓国、オースト

ラリア、マレーシア等海外で開催される学会や

国際会議で積極的に研究報告する大学院生が

順調に増えている。 

 第四に、本拠点は最終年度に臨むにあたり、

平成18年度末に市民意識研究の第一人者であ

る外国人研究者3名（テリー・クラーク シカ

ゴ大学教授・元米国社会学会長、キム・ダルチ

ュン 延世大学名誉教授・前世界政治学会会長、

ジョン・リー カリフォルニア大学バークレー

校国際地域研究学部長）日本人研究者1名（三

宅一郎 神戸大学名誉教授・日本学士院会員）

に外部評価を依頼し、拠点形成の最終チェック

を行ったが、そこでは全ての評価者から有益な

コメントと共にA評価（A、B、C、Dの4段階の

内）を頂くことができた。 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

 本拠点は、学内に｢COE特化型プロジェクト

科目｣、｢アカデミックライティング」、「アカ

デミックプレゼンテーション」を設置すること

で、国際的な教育・研究活動の強化および学位

取得支援策の一層の充実を図ってきた。 

 また、欧文ジャーナルの年2回刊行や若手研

究者国際シンポジウムの開催、さらには、若手

研究者に対する研究活動支援として、ポスドク

をCOE研究員に採用（66名の応募者から延べ18

名）、後期博士課程院生をRAに採用（延べ77

名）することで、研究活動の活性化と拠点形成

の拡充を図った。その他、計17名の院生が本拠

点の提供する若手研究者海外学会報告奨励制

度を利用して海外の学会や国際会議での研究

発表を行っている。 

 こうした人材育成の結果、平成15年度以降の

5年間で、博士課程在籍大学院生が行った学会

発表数は377回（内、国外158回）、刊行した論

文数は474本（内、査読付250本）となり、60名

が博士号(内、38名が課程博士号)を授与され、

大学教員として40名程度が採用されるなど、当

初の予想を大幅に超える成果を残すことがで

きたと考える。 
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3)研究活動面での新たな分野の創成や、学術的

知見等 

 本拠点における研究活動を通じて得られた

学術的知見は、以下の三点に集約される。第一

に日本のみならずアジアを中心とした15ヶ国

計21回の市民意識調査を実施し、その調査デー

タを比較分析することで、1）アジア諸国にお

いては自国に対する信頼感や一般的信頼感と

トランスナショナル・アイデンティティの間の

関係がEUにおける直接的な影響とは異なり間

接的な影響をもっていること、2）トランスナ

ショナル・アイデンティティがEUでは国と国

の連合を想定しているのに対して、アジアでは

国民国家の枠組みを超える共同体を想定して

いる市民が多いこと、3）人的交流や経済的交

流が好意的な他国意識やトランスナショナ

ル・アイデンティティの形成に有効に寄与し、

そのための制度整備が上記アイデンティティ

の効果的な促進要因となることである。 

これらの研究の結果、本拠点は、1）特定地

域固有の研究に特化しがちであった既存の地

域研究を個別地域を越えた研究フレームワー

クをもつ比較政治学を創成し、2）市民の視点

による政治過程分析を行い、エリート分析と市

民分析の統合を図ることで、これまでの政治学

で分離しがちであった両分析の乖離を埋める

ことで、新たな市民意識研究を創成し、3）本

拠点の研究から得られたデータをＸＭＬ化し

て本拠点の多言語検索型データ・アーカイヴに

格納することにより、多文化世界の市民意識に

関する大規模なデータベースを構築したもの

と考えている。こうした貢献により、本拠点は

従来の政治学に新たな多文化市民意識研究の

創成とその学術的知見を付け加えることがで

きたと確信している。 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

 本拠点の目的は、政治学などを背景として、

各分野のコラボレーションにより、市民意識の

レベルに根ざした政治・社会学の構築という新

しい視座を提示することであった。 

 その結果、例えば、日本政治の研究者と地域

研究の研究者が共同で東アジアを中心とする

計15ヶ国で実施した市民意識調査データの比

較分析を行い、また、政治学の研究者とメディ

ア学の研究者が共同で日中韓におけるメディ

ア流通の動態を計量的に分析し、その成果の共

同執筆をして刊行した。さらに、各分野の担当

者が一同に介し、分野横断的・組織横断的な世

界レベルの連携を通じ国際シンポジウムを毎

年開催するなど、多くの具体的成果を挙げてい

る。 

このように、拠点リーダーを中心として、各

事業推進担当者が有機的連携を取りつつ市民

意識研究に従事することで、従来の政治学には

見られない画期的な研究成果が得られた。 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 研究面では、カリフォルニア大学バークレー

校ガバメント研究所、延世大学BK21、仁荷大

学社会科学研究所、東西大学日本研究センター、

東義大学地方自治研究所、韓国政府法制研究院、

韓国政府青少年政策研究院、韓国地方議会発展

研究院の海外計8機関と学術交流協定を締結し、

将来にわたる継続的共同研究体制を構築した。

それと同時に、本拠点の国際シンポジウムでも

上記海外機関と多数のセッションを共催し、研

究者間の相互交流を積極的に図った。このよう

に、本拠点は日本の市民意識研究の国際的認知

度を一層高めることに大きく貢献したと考え

る。 

 教育面では、院生等若手研究者を対象とした

若手研究者国際シンポジウムを東京・ソウル・

仁川・釜山で計8回開催し、計116件の研究発表

が主に外国語によって行われた。また、「アカ

デミックライディング」、「アカデミックプレ

ゼンテーション」を計12クラス設け、英語によ

る研究成果公表をサポートした。その結果、欧

文ジャーナルに若手研究者の論文が多数、掲載

されるなど、国際化に向けた大学院生自らの意

識改革も生じている。このように、本拠点は日

本における市民意識研究の若手研究者の研究

活動の国際化を一層促し、国際競争力を身に付

けさせることにも十分貢献したと考える。 

6)国内外に向けた情報発信 

１）叢書21COE-CCCの刊行：本拠点の5年間に

わたる研究成果は、全44巻の叢書21COE-CCC

として慶應義塾大学出版会より公刊されてい

る。本叢書の内、３巻が海外で外国語に翻訳さ

れて刊行されるなど、すでに国内外で多数の反

響を呼んでいる。 
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２）国際シンポジウム・カンファレンスの開

催：計5回の国際シンポジウム、計8回の若手研

究者国際シンポジウムを主催し、計349件の報

告が主に外国語によって行われた。さらに本拠

点では、市民意識に関するカンファレンスを計

360回開催し、本拠点の研究成果を国内外の研

究者に向けて発信した。 

３）欧文ジャーナルの発行：欧文査読誌 Journal 

of Political Science and Sociology を計9号発行し、

計53本の論文が掲載され、研究成果を国内外に

発信する媒体となった。また海外の著名な研究

者や准教授クラスの若手研究者からも多くの

投稿が寄せられるとともに、世界の主要60大学

の図書館に収納され、市民意識に関する学術誌

としての地位を固めつつある。４）市民意識デ

ータ・アーカイヴの構築：本拠点が収集した市

民意識調査データを多言語検索型（特許取得

済）のデータ・アーカイヴに格納し、国内外に

提供している。現在本アーカイヴには、日本、

インドネシア、マレーシア、シンガポール、フ

ィリピン、韓国、中国の7ヶ国における法律・

判例・新聞データも格納され、多言語検索対応

で入力された5万件（判例検索は18万件）のキ

ーワードを通じて、日本語・英語・韓国語・中

国語・ロシア語・インドネシア語のいずれから

もアクセス可能となっている。 

 その他、ホームページ（日・英・韓）の更新、

年3回のニューズレターの発行（日・英）を定

期的に行い、本拠点の研究教育活動を広く国内

外に周知した。 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形

成のため効果的に使用されたか） 

 拠点形成費等補助金は主に、国内外の市民意

識調査、データ・アーカイヴの構築、若手研究

者の人材育成、シンポジウム・カンファレンス

の開催、および研究成果公表のためのジャーナ

ル刊行費に充てられた。 

その結果、これまで述べてきたように、国内

外の市民意識研究者が６ヶ国語で利用可能な

大規模データ・アーカイヴを構築したほか、本

拠点の研究活動の国内外に向けた情報発信を

随時行うことが可能となり、また人材育成面で

も多大な成果を得ることができたことなど、そ

れぞれきわめて効果的に使用された。 

②今後の展望 

 本拠点が設立した多文化市民意識研究セン

ターは、平成19年4月より慶應義塾大学先導研

究センターに所属を移し、今後も外部資金の獲

得によりデータ・アーカイヴの拡充等の研究活

動を継続していくことになった。なお、平成20

年度採択グローバルCOEプログラムに「市民社

会におけるガバナンスの教育研究拠点形成」と

いう名称で応募している。 

以上の事業により、本プログラムで形成した

基盤を今後も拡充し、多文化世界における市民

意識研究の世界的拠点としての役割を一層強

化していく所存である。 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内

外に与えた影響度） 

 学内においては、各分野のコラボレーション

による市民意識研究の世界的研究教育拠点と

して、教員・大学院生にとって海外や異分野の

研究者と相互交流を図る機会を多数提供した。

こうした経験が各研究者の研究活動にフィー

ドバックされ、本拠点の母体となる法学研究科、

社会学研究科における研究成果の増加を支え

たものと思われる。 

 学外においては、本拠点の構築するデータ・

アーカイヴを学外アクセス可能とすることで、

国内外の市民意識研究者にとって有用なデー

タを無償で提供している。また、本アーカイヴ

は、異文化間の利害調整を共通した土壌で行う

日本発の多言語検索型データベースとして、す

でに諸外国の関係者からも注目されている。 

 最後に、本拠点が主催する国際シンポジウム

は、研究者のみならず国内外の政治家・マスコ

ミ・NGO団体の参加も多数見られるなど、毎年

1,000人規模の参加人数を誇るなど、市民意識

に関する研究報告・討議の場として、海外から

も注目されている。 

このように、本拠点は5年間のプログラム期

間を通じて、多文化世界における市民意識研究

の世界的研究教育拠点として確固たる地歩を

確立しえたと考える。 



 

様式３ 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 
 

慶應義塾大学（I20）―1頁 

機 関 名 慶應義塾大学 拠点番号 I20 

拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 
多文化多世代交差世界政治社会秩序形成 
－多文化世界における市民意識の動態－ 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 
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※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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1. “International Conference on Civil Society in Japan and Korea”、2003/12/17、Yonsei University、参加人数11名（7名）、
Young–Jae Jin (Yonsei University) 

2. “Workshop on Digital Divide and Digital Opportunity”、2004/1/21、慶應義塾大学 大学院棟 8F 会議室、参加人数29名（6
名）、Gunela Astbrink、Monthian Buntan、Seongil Lee 

3. The 1st International Symposium on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2004/3/9-10、慶應義塾大学東
館G-SEC Lab、参加人数250名（22名）、Hyug Baeg Im （Korea University）、Kyaw Yin Hlaing （National University of 
Singapore）、Hsin-Huang Michael Hsiao（Center for Asia-Pacific Area Studies and Institute of Sociology, Academia Sinica, 
National Taiwan University） 

4. The 1st International Symposium for Young Research Fellows on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、
2004/3/11、慶應義塾大学東館 G-SEC Lab・5F、参加人数100名（4名） 

5. “Workshop on Civil Society and Humanitarian Intervention”、2004/5/19/、慶應義塾大学東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab、参加人数
40名（5名）、Michael Freeman (Essex University) 

6. “Workshop on Media reports on Japan–China relationship and public opinion in China”、2004/6/7、東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab、
参加人数36名（6名）、Baoguo Zui (Tsinghua University) 

7. “International seminar on the TV broadcast of the 9/11 terrorist attacks”、2004/9/22、慶應義塾大学 大学院棟 8F 会議
室、参加人数12名（3名）、Lisbeth Clausen (Copenhagen Business School) 

8. The 2nd International Symposium for Young Research Fellows on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、
2004/11/21、慶應義塾大学東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab・5F、参加人数200名（11名） 

9. The 2nd International Symposium on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2004/11/22-23、慶應義塾大学
東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab・5F、参加人数500名（73名）、薬師寺泰蔵（内閣府総合科学技術会議議員）、Mustapha Kamel 
al-Sayyid（Cairo University）、Young-Jae Jin（Yonsei University）、Tessa Morris-Suzuki （Australian National University） 

10. “Conference on After the Constitution: revival or decline”、2005/4/27、慶應義塾大学東館 G-SEC Lab、参加人数100名
（20名）、Zaki Laidi (Professor of International Relations, Sciences Po, Paris) 

11. “Conference on The future of European soft power”、2005/4/28、慶應義塾大学東館 G-SEC Lab、参加人数100名（20名）、
Zaki Laidi (Professor of International Relations, Sciences Po, Paris)  

12. “Symposium on Kant and contemporary discourse on peace: the formation of global civil society and perpetual peace”、
2005/11/10、ドイツ文化会館 OAGﾎｰﾙ、参加人数100名（30名）、Volker Gerhardt (Humboldt University Berlin)  

13. “Session on North Korean Studies and Materials of USSR / East Europe”、2005/11/13、慶應義塾大学東館 大学院棟311、
参加人数61名（16名）、ユヒョヂョン(和光大学)  

14. The 3rd International Symposium for Young Research Fellows on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、
2005/11/20、慶應義塾大学東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab、参加人数200名（10名） 

15. The 3rd International Symposium on “Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2005/11/21-22、慶應義塾大学
東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab、参加人数350名（68名）、James Watson（West Kent College）、Hyuk-Rae Kim（Yonsei University）、
Sergey V. Chugrov（Moscow Institute of International Relations）、Gordon Matthews（The Chinese University of Hong Kong） 

16. “Symposium on Policy Dialogue in Asia: Comparative Analysis of Domestic and International Policy Issues in Japan and 
Korea”、2006/3/13-16、Dongseo University、参加人数25名（19名）、Ku–Chong Chung (Korea–Japan Society and Culture 
Forum)、Jekuk Chang (Dongseo University)、Masao Okonogi (Keio University) 

17. The 4th International Symposium for Young Research Fellows on “Designing toward the Ordering of Political Society in a 
Multi-Cultural and Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2006/11/24、慶應
義塾大学東館 ﾎｰﾙ・G-SEC Lab・5F、参加人数242名（70名） 

18. The 4th International Symposium on “Designing toward the Ordering of Political Society in a Multi-Cultural and 
Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2006/11/25-26、慶應義塾大学東館 ﾎ
ｰﾙ・G-SEC Lab・5F・南館、参加人数806名（338名）、Robert Pekkanen（University of Washington）、Kim Ki-Jung（Yonsei 
University）、Kim Yong Ho（Inha University）、Shin Wookhee（Seoul National University）、Gadi Wolfsfeld（Hebrew University） 

19. The 5th International Symposium for Young Research Fellows on “Designing toward the Ordering of Political Society in a 
Multi-Cultural and Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2006/12/21-22、
Yonsei University (Seoul, South Korea)、参加人数36名（29名）、Jang Haehyun（Yonsei University）、Lee Sanggeun（Yonsei 
University）、Choi Jungho（Yonsei University） 

20. The 6th International Symposium for Young Research Fellows on “Designing toward the Ordering of Political Society in a 
Multi-Cultural and Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2007/6/16、慶應義
塾大学南館、参加人数88名（48名） 

21. “Conference on The Challenges of Indigenous Representation and Participation in Guatemala's Electoral Process”、
2007/6/16、慶應義塾大学 第一校舎 131E、参加人数11名（1名）、Victor Montejo (Member of the Congress, Republic of 
Guatemala)、Yongho Kim（Yonsei University）、Jaeyoung HUR（Yonsei University）、Soyoung LIM（Yonsei University） 

22. “International Forum on Japanese Youth and Socialization”、2007/9/11、Gyochong BD Seoul、参加人数16名（12名）、
Hyun-Cheol Kim（NYPI）、Jin-Suk Kim (Bukong University)、Miran Kim (Korean Educational Development Institute) 

23. “Bilaterlas, Trilaterals and Quadrilaterals: Japan-Australia Security Cooperation and Great Power Relations in Asia”、
2007/10/7、慶應義塾大学 大学院棟313、参加人数35名（3名）、Robert Ayson （Australian National University） 

24. The 5th International Symposium on “Designing toward the Ordering of Political Society in a Multi-Cultural and 
Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2007/11/23-25、慶應義塾大学東館 ﾎ
ｰﾙ・G-SEC Lab・5F、参加人数1,071（210名）、Andres Arato（New School for Social Research）、Jean Louise Cohen
（Columbia University）、Kim Yong Ho（Inha University）、 

25. The 7th International Symposium for Young Research Fellows on “Designing toward the Ordering of Political Society in a 
Multi-Cultural and Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2007/12/12、Inha 
University (Seoul, South Korea)、参加人数14名（5名）、Jun Young Choi (Inha University)、Kyung-Heon Han (Inha 
University)、Jong-Sung Lee (Inha University) 

26. “How the Treaty of Lisbon will change the EU's Architecture: A Legal Analysis”、2008/2/9、慶應義塾大学 南館、参加人
数30名（2名）、Katsuhiro Shoji(Keio University) 

27. “The Launch of the Lee Myung-bak Administration and Korean-Japanese Relations: Approach from Viewpoint of Japan”、
2008/2/10、東亜日報東亜メディアセンター 9F 会議室、参加人数100名（80名）、Hyun In-Taek (Korea University)、Moon 
Chung-in (Yonsei University)、Yang, Ki-Ho (SungKongHoe University) 

28. The 8th International Symposium for Young Research Fellows on “Designing toward the Ordering of Political Society in a 
Multi-Cultural and Pluri-Generational World: the Dynamics of Civil Societies in a Multicultural World”、2008/2/11、
Dongseo University (Seoul, South Korea)、参加人数10名（7名）、Chung, Ku-Chong (Donga.com)、Song Jae-ho (Dongseo 
University) 

29. “The Australia-Japan Security Relationship: How Much Further Can It Go?”、2008/3/9、慶應義塾大学 南館、参加人数50
名（2名）、Bruce Miller (Embassy of Australia) 、Paul Dibb (Australian National University) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

 国際的に活躍できる人材を輩出するため、以下に挙げるとおり、強力な研究支援･教育運営体制の充実を図り、より

多角的な観点から若手研究者を採用・育成した。また、同時に、研究人材の国際化と研究水準の向上を目指した。 

◇COE特化型プロジェクト科目の実施 

 研究協力者としてプロジェクトに参加し、学際的な国際共同研究に従事することにより、研究者としてのトレーニン

グを受ける。また、領域横断的観点から学際的スペシャリストを養成する。具体的には、院生フェロー、ポストドクト

ラルで本プログラムの事業と関わりのある内容の研究を行っている者を対象に、新たなプロジェクト科目計72科目を設

置した（「欧州統合」「危機管理に関する日韓比較政治研究」「1990年代研究」「公共政策論」等）。また、平成16

年度からは本拠点に関わる連続講義｢シヴィル・ソサエティ論｣を開設した。 

◇国内外教員の短期招聘 
 上記プロジェクト科目において、国内外の優れた研究教員（訪問教授・訪問研究員）を受け入れ、大学院生に対する
講義、セミナー、各研究ユニットとの国際共同研究に参加してもらった。受け入れ実績は、平成15年度が37名、平成16
年度が33名、平成17年度が35名、平成18年度が39名、平成19年度が37名である。 

◇欧文による研究成果公表 

 英語をはじめとする欧文による論文公表や学会発表を奨励し、その機会を提供するため、欧文査読誌 Journal of 

Political Science and Sociology を年に2回定期発行した。その結果、5年間のプログラム期間中に計9号を発行し、外部審

査員（海外大学研究者3名、国内大学研究者4名。全員、海外での博士号取得者）による厳正な審査の上、掲載論文数は

全53本、その内若手研究者による掲載数は22本であった。本ジャーナルは世界の主要60大学の図書館に収納され、日本

発の学術誌として高い評価を得ている。 
 また、院生の英語による研究成果公表をサポートするため、法学研究科に｢アカデミック・ライティング｣｢アカデミ
ック・プレゼンテーション｣を能力別分野別に計12クラスを設置した。その結果、上記欧文ジャーナルへの投稿が多数
あった他、世界政治学会（IPSA）でも本拠点に所属する計4名の若手研究者が研究報告を行うなど、研究活動の国際化
に多大な成果が見られた。 
◇若手研究者国際シンポジウムの実施 
 後期博士課程等若手研究者で本プログラムの事業と関わりのある内容の研究を行っている者を対象として、東京・ソ
ウル・仁川・釜山で計8回の若手研究者国際シンポジウムを開催した。具体的には、平成15年度に1回（16報告）、平成
16年度に1回（18報告）、平成17年度に1回（18報告）、平成18年度に2回（33報告）、平成19年度に3回（22報告）であ
る。 

◇COE研究員（ポストドクトラル・プレドクトラル）の採用 
 ①博士号を有する研究者、または、同等の学識を持つ者、②慶應義塾大学大学院博士課程に在籍する者、または、同
等の学識を持つ者、③本プログラムの事業とかかわりのある内容の研究を現在行っており、今後本プログラムの事業遂
行に寄与すると認められる者を対象として、研究員を採用し、本拠点形成に寄与してもらった。業務の具体的内容は、
①自己の研究を追求しつつ、本プログラムの事業遂行を積極的に行うこと、②会議の設定、議事録･報告書等を作成す
ること、③国際シンポジウム開催時、全てのCOE研究員にシンポジウムの準備･運営を経験させることである。選考方
法としては、新規採用時に必要書類（経歴書・研究歴一覧･研究概要等）を提出させ、現在行っている研究の概要およ
び本COEプログラムの目的との関連性を重視して選考を行った。支給額は、常勤COE研究員の場合236,000円（月額）
であり、非常勤COE研究員の場合100,000円（月額）である。採用人数は、5年間のプログラム期間中に28名（応募者数
66名）であり、その内9名が外国人であった。 
◇若手研究者奨励研究支援（RA） 
 ①慶應義塾大学大学院博士課程に在籍し、②本プログラムの事業と関わりのある内容の研究を現在行っており、継続
意思のある者を対象として、RAを採用し、本拠点形成に寄与してもらった。業務の具体的内容は、若手国際シンポジ
ウムで研究成果を報告し、論文を提出することである。選考方法としては、研究概要を加味し、本COEプログラムの目
的との関連性を重視し、書類選考及び面接による厳正なる審査に基づいて選考を行った。支給額は、申請内容により、
300,000円～670,000円（年額）である。採用人数は、平成15年度が9名、平成16年度が14名、平成17年度が15名、平成18
年度が22名、平成19年度が17名であった。こうして院生の研究活動の促進を図った結果、本拠点が関わる専攻では平成
15年度以降の5年間で38名が課程博士号を授与される実績を示している。 
◇若手研究者海外学会報告奨励 
 本プログラムに関する研究報告を海外の学会で行う際の旅費・滞在費を競争的に支援した。具体的には、プログラム
期間中に25名の若手研究者が、同制度を利用して海外の学会で研究報告を行った。 
◇日本学術振興会特別研究員（21世紀COEプログラム） 
 博士課程に在籍する者（DC1・DC2）を対象として、学内外に広く公募を行い、拠点リーダーと各ユニットリーダー
による書類選考、及び面接により採用者を決定した。採用者は本プログラムに関連のある研究テーマへの取組み、かつ
プログラム事業の遂行に積極的に加わってもらった。 

◇海外実践教育制度 

海外での現地調査を大学院生と共に実施することで、大学院生に対する実践的教育を行った。 

◇海外大学院からの研究参加 

 海外からの大学院生を公募により採用し、本プログラムの研究に参加して本プログラム終了までに博士号を取得する

ことを目標に教育指導を行った。 

 



機関名：慶應義塾大学 拠点番号：I20 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は十分達成された 

（コメント） 

 拠点形成計画全体については、特にアジアを中心とする世界各地の市民意識調査デー

タ・アーカイヴを６ヶ国語によるアクセスが可能なものとして構築し、また、市民意識研

究のための欧文ジャーナルを刊行するなど、日本の内外の研究機関や研究者との比較的密

接な連携に支えられた研究拠点の基盤の構築に成果をあげることによって、本事業の目的

は十分達成されたと高く評価できる。 

人材育成面については、特に若手研究者による国際シンポジウムを行い、英語による研

究発表機会を積極的に提供するという、大きな教育効果をあげ、学位授与数や就職者数の

増加にも反映していることは評価できる。 

研究活動面については、個別の業績は別として、全体として、「多文化世界の政治社会

秩序形成」という新しい研究分野を確立するに至っているとまでは言えず、１５ヶ国にお

ける市民意識調査を通じて、国境を越えた政治社会秩序形成の可能性を持つ要因として提

示されたトランスナショナル・アイデンティティの概念を一層深め、明確化することが必

要である。 

補助事業終了後については、研究が若手研究者によって引き継がれ、学内経費や外部資

金によって支えられることで、持続的展開が図られることを期待する。 
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